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本稿では, 技術 ・ 家庭科技術分野 (以下, 技術科) における中学生の技術ガバナンス力育成に向けた研究課題を先行研
究から検討した。 まず, 科学技術に関するガバナンスの概念及びその背景を整理した。 その上で, 我が国の普通教育とし
ての技術教育における技術ガバナンスの位置づけ, 中学生の技術ガバナンス力の実態, 技術ガバナンス力育成に関する試
行的な実践に関連する先行研究を概観した。 その結果, 技術教育では, (1 ) 中学生の技術ガバナンス力の実態把握は試み
られているものの, 技術ガバナンス力の形成要因や発達段階の特徴が明確でなく, 実践スト ラテジー の開発根拠が乏しい
こと, (2) 中学生が技術評価時に着目する観点について詳細な把握が十分ではなく, 学習内容の構成原理が定まっていな
いこと, (3) 上記 2 点への対応が不十分なため, 技術ガバナンス力育成に向けた体系的なカリキュラムの枠組みが確立し
ていないことの3 点に問題があることを指摘した。 今後は, これらの問題に対処し, 中学生の技術ガバナンス力育成に向
けた実践研究を推進していく ことが重要であると考えられる。 
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1 . 目的
















諸問題が生じており2), 3) , 技術のメ リ ッ ト(光の面) 












ない領域と してTrance ・ science を提起し, 一専門家だ
けでは多様化する科学技術の問題の対処が困難であるこ
と を示している5)。 また, Trance・ scienceの領域に関わ


















している7)。 また吉澤は, 我が国におけるTA を隣接的
概念および方法論や政治的背景と絡めてその歴史を整理
している。 その結果, 1970年代よりTAは散発的に試み
られているものの, TA の概念が産業界 ・ 科学技術庁 ・ 
通商産業省 ・ 国会議員などのアクターによって多様な文
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議やサイエ ンスカ フ ェが開催されている8), 9)。 このよ














と されている' ')。 このような時代背景によって政府や科
学的知見, 科学技術をト ップダウンで受け入れることに
対する市民の危機感が上記の関係性を促進したと考えら










る中で人文 ・ 社会系の学問から, 理学 ・ 工学 ・ 医学など
の自然系の諸科学にまたがり幅広い専門領域を含むSTS 










今や, われわれは, 過去の経験に学びつつ, 科学技術と
人間 ・ 社会の間に新たな関係を構築することが求められ
て い
る」'3) と示されており, 科学技術の進展に対 してどのよ
うに社会が対応していくのか警鐘を鳴らしている。 また, 
内閣府より策定された第2 期科学技術基本計画では, 




要な役割を担わねばならない。 我が国の人文 ・ 社会科学
は, これまで科学技術と社会の関係の課題に取り組む点
で十分とはいえなかった。 今後は, 「社会のための科学
技術, 社会の中の科学技術」 という観点に立った人文 ・ 
社会科学的研究を推進し, その成果を踏まえた媒介的活
動が活発に行われるべきである。」'4) と示されており, 人







の動向と しては, 科学技術白書 (HI6年版) において
「これからの科学技術と社会」 という テーマが採り上げ
られ, 科学技術と社会の最適な関係は, 政府だけではな




ていないが, 科学技術と社会との調和に向けて, 政府 , 




そもそもガバナンスという語句は, コー ポレー ト ガバ
ナ ンスや IT ガバナンス, グローバルガバナンスのよう
に多くの分野で多様な解釈, 定義のもと術語として使用
されているが, 広辞苑には 「統治 ・ 統制すること。 また, 
その能力。」 と示 さ れており'6) , 英語語源辞典には
「govern」 の派生語と されている'7)。 なお, 「govern」 に
ついて, 英語語義イ メージ辞典では原義及びイ メージを
“舵を取る” と されている'8)。 似たニュアンスと して広
く知られているのが, 同じく 「govern」 の派生語である
“ガバメ ント” である'8)。 基本的に “ガバナ ンス” と
ガバメ ント” は双方ともに統治に関わる意味を持つが, 





ている'9)。 また, 平川はあえて 「統治」 ではなく 「ガバ
ナンス」 という言葉が使い分けされていることについて, 
「統治」 と 「ガバナンス」 の違いを分けているポイ ント
を誰が舵を取るのかと しており, 「統治」 の舵取りの主
体が政府であり, ガバナンスは 「水平的」 「分散的」 「協
働的」 な舵取りの仕方を表し, 舵取りの主体が民間企業
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や NP0, ボランティ ア個人があると示している2°)。
このことを踏まえると, 上述したコーポレー ト ガバナ
ンスは 「企業等の公正かつ効率的な運営のために法律制
度や社会慣習などに基づき, 企業等の経営に規律づけを
与える仕組みの総称」2') と されているが, その様相は企
業の在り方を会社役員だけで決定するのではなく, 株主













と している23)。 他にも, 立川らはナノ テクノロ ジーを応
用した食品関連製品を具体例に, ガバナンスを 「研究開
発およびその商品化, 発売における審査 ・ 格付け ・ 表示
など, 研究開発から製品の製造 ・ 流通発売 ・ 消費に至る
全過程に対して, どのような情報提供, 品質 ・ 安全管理, 






























































「読み書きそろばん」 と表されるリテラシー と して科学
技術ガバナンス関わる資質 ・ 能力を持つ必要性が高まる
が, 一方でその資質 ・ 能力は十分ではなく, 課題がみら













STEM (Science, Technology, Engineering and Mathema- 
tics) 教育について現地調査や文献調査を行っている熊
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野によると, 1996年に科学教育のスタ ンダードと して
National Research Council (全米研究評議会) より刊行
さ れたNational Science Education Standard (以下 , 
NSES) において, 「科学と技術」, 「個人的 ・ 社会的観点
から見た科学」, 「科学の歴史と本質」 の内容が科学技術
ガバナンスに関連していることを指摘している32)。 また, 




ることに関するNSTA の声明文」 の発表を通して, 科
学技術ガバナンスのための科学教育のあるべき授業の観
点がより明確化されたことを指摘している。 具体的には, 
2013年に刊行さ れたNGSS (Next Generation Science 
Standards) の学習内容 (中等レベル) において 「技術」
や 「工学」 に関する内容が従来に比べ明確に組み込まれ
ことを指摘している。言うまでもなく 「技術」 や 「工学」
は技術教育に深く関連する領域である。 科学教育中心の
内容に技術教育に関する領域が明確に位置付けられたこ








的な例と しては1985年からRaaf とDe Vriesによって遂






オースト ラ リ ア, ベルギー, カナダ, ハンガリ ,ー ケニ
ア, ナイ ジェ リア, ポーラ ンド, スウェーデン, 英国 , 





組む必要性が説かれている。 その後も, Hong Kong 
Pupils' Attitudes Toward Technology : The Impact of 
Design and Technology Programs と題してKen Volk ら
が香港における生徒の科学技術に対する意識を調査 ・ 報
告する等PATT に関連する研究は継続して行われてい
る34)。 近年では, PATT に関連する情報交換の場が技術
教育における世界最大規模の学術組織であるITEAA 
(INTERNATIONAL TECHNOLOGY AND ENGINEE- 
RING EDUCATORS ASSOCIATION) の国際会議と併
せて催されている35)。 






的な潮流である技術リテラシー (Technological Literacy) 
の考え方がある。 技術リテラシー とは 「社会を支える技
術を理解し, 活用し, 管理・ 運用する能力」 と定義され
ており, 1994年に技術教育スタンダードの開発を目的と
して設立されたTfAAP (Technology for All Americans) 
において全てのアメ リ カ国民が持つべき素養と して掲げ
られた36)。 その後ITEEA の前身である ITEA (Inter- 
national Technology Education Association) が2000年に
刊行したStandards for Technological Literacy (以下 , 
STL) において民主主義国家を支える市民が必要なリテ
ラシー と して技術リ テラ シー を定め, その充実を技術教
育の日標と して掲げている37), 38)。 STL には技術内容ス
タンダードとして 「技術の本質」, 「技術と社会」, 「デザ
イ ン (設計)」, 「技術社会で必要な力」, 「デザイ ンされ






ことが示されている37),38)。 STL の刊行後, 科学技術ガバ
ナンスに関する研究や実践報告が多数行われており, 例
えばCouncil on Technology Teacher Education の刊行す
る年 報 で は2001 年 の テ ーマ が 「APPROPRIATE 
TECHNOLOGY FOR SUSTAINABLE LIVING」 (50'h 
Yearbook) , 2004年のテーマが 「ethics for citizenship in 
a technological world」 (53「d Yearbook) と さ れている
39),40)。 また掲載記事についても, 「Future Directions for 
Appropriate Technology in the Technology Education Cur 
riculum」4') や 「Ethics and the Assessment of Technological 
Impacts on Society」42) といった題目からも分かるよう に
未来に向けた適切な技術の方向性, 技術的影響の評価と
いった科学技術ガバナンスに関連する内容を中心に採り














(以下, 科学技術リテラシ )ー を検討し数理科学, 生命
科学, 物質科学, 情報学, 宇宙・ 地球・ 環境科学, 人間














われている44)。 また, 小学校の社会科ではト ラ ンス ・ サ
イエンス的な問題を取り上げ, 防災単元を取り扱った実
践も方向されている45)。 さらに, 前述した熊野はSTEM












ITEA が技術リ テラシー の充実を掲げた後に, 我が国
では, 日本工学アカデミ ーの刊行した 「技術リ テラシー 
と市民教育一学校では技術について何が教えられるべき
か一」 や日本産業技術教育学会の刊行した 「21世紀の技








て, STL と日本の技術教育の課程を比較検討し, 我が





そして, 「21世紀の技術教育 (改訂)」 では, 技術リテ
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ラシー を技術的素養と表現し, 技術教育固有の対象と内
容構成 (内容知) として, 社会安全性と技術ガバナンス
を技術科各4 内容 (A-D) 共通して取り扱うことを示し










的課題を, 望ましさや他への影響を比較・ 判断し, 最適
に解決する能力を高め, 技術を民主的に管理する力の基
礎を培うことが示されている。 





材料の種類 ・ 用途, 加工の方法と 


















ム ・ 制 
御技術 
計測 ・ 制御, ハー ドウェ ア, ソフ
トウェア, 情報通信ネッ トワー
ク, マルチメディ ア, 技術的 ・ 社 
会的・ 環境的意義, 情報倫理 
生物育 
成技術 
栽培・ 飼育, バイオテクノ ロジ,ー 
生命倫理, 生物育成技術と 
環境保全 






















た2008年告示の学習指導要領 (以下, 現行学習指導要領) 
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では技術科の目標は 「ものづく りなどの実践的 ・ 体験的













景には, 平成18年に改正された教育基本法の第2 条第 3 
項に新たに示された 「主体的に社会の形成に参画し, そ
の発展に寄与する態度を養う」 という視点から, 技術分
野としてはぐく むべき 「国家 ・ 社会の形成者として必要
な資質」 についての検討が行われている。 具体的には, 










示された。 技術科の学習内容は継続して 「A 材料と加
工の技術」, 「B 生物育成の技術」, 「c l ネルキー変換
の技術」, 「D 情報の技術」 で整理された一方で, 各内
容 (A-D) の(3)イ (情報は(4)イ) において 「技術を評
価し, 適切な選択と管理・ 運用の在り方や, 新たな発想
に基づく改良と応用について考えること」 が新たに示さ
れ54), 表 1 に示した内容構成と同様にA-D の内容にお
いて技術ガバナンスの概念が共通事項として示されたと
推察できる。 また, 学習過程を3 つの要素で構成するこ
とが新たに示された55)。 具体的には, 「生活や社会を支
える技術」 では, 知識及び技能の習得を通して技術の見
方 ・ 考え方に気付く こと, 「技術による問題の解決」 で
は, 気付いた技術の見方 ・ 考え方を働かせて技術による
問題の解決を行う こと, そして 「社会の発展と技術」 で
は, 上記 2 要素の学習を踏まえてよりよい生活や持続可
能な社会の構築に向けて, 技術を評価し, 適切に選択, 





























した56)。 同報告書では, 技術ガバナンス力を 「科学技術
革新の成果が広く深く社会と生活に浸透した21世紀にお
いて, 国民が自ら技術の光と影に対して理解し, 判断・ 
発言・ 行動できる能力」 と定義し, その構成要素を定め
ている57)。 以下に各要素の詳細を示す。 
1 ) 【選択】 : 生み出された技術に対して, その技術を
利用することが考えられる場面において, 目的と条
件を踏まえ, 技術を適切に導入できる能力
2 ) 【管理運用】 : 技術が生み出された後, その技術を
利用する上で, 効果とリスクを踏まえ, 技術を適切
に管理運用できる能力
3 ) 【評価】 : 新しい技術を生み出す場面において, 既
存のシステムや環境に対して, 技術の効果やリスク
を判断できる能力
4 ) 【設計】 : ある 「条件」 下で 「目的」 を達成するた
めの設計 (計画) が行われ, その状況の中で 「目的」
や 「条件」 が大きく変化した場合, 目的と条件を踏
まえて, 新たな技術を生み出せる (設計できる) 能
力
なお, 本稿では上記の1 ) ~ 4 ) の要素に関わる技術
ガバナンス力の下位能力をそれぞれ技術選択力, 技術管
理・ 運用力, 技術評価力, 技術設計力と称することとす
る。 これらの下位能力は前節に述べた新学習指導要領に
おける 「社会の発展と技術」 での記載と合致しており, 
新学習指導要領の改訂の礎となっていることが分かる。
上野らは技術ガバナンス力の定義, また構成要素を設
定した上で, 技術分野における各内容 (A-D) のアチー 
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境教育研究に論文と して刊行されている58), 59) が, 報告
書では各アチーブメ ント テストの結果を俯瞰して, 中学






(「森林資源・ 木材の伐採 ・ 利用」, 「原子力発電」, 「遺伝
子組み換え技術」, 「twitter」) に対して, 中学 3 年生に
肯定 ・ 反対といった意思決定をさせ, どのよう な視点に
着目して考えたか分析を行っている。 なお, 着目する視




憶合金や Ic タグ等を利用したアイディ アを書かせる調
査を行い, 空欄回答が多くありイノベーショ ン社会の基
盤を築く よう な創造的な発信が十分でなかったとしてい











ことである。 これは, 同調査が, 各内容に即したアチー
ブメ ントテストの形式で技術ガバナンス力を捉えたため, 
①全ての内容を履修済みの3 年生でしか調査が実施でき






新学習指導要領において, 育成するべき資質 ・ 能力と
して整理された 「個別の知識・ 技能」, 「思考力 ・ 判断力 ・ 
表現力等」, 「学びに向かう力, 人間性」 の考え方に基づ
けば, 思考力 ・ 判断力 ・ 表現力と しての技術ガバナンス
力の育成とともに, 「学びに向かう力, 人間性」 に関わ
る要素と して, 技術ガバナンス力を方向付ける意識を適
切に形成させることが重要である。 また, 技術科の教育
課程では, 学習指導要領において各内容 (A-D) に関し
てのカリキュラムの設定, すなわち, どの学年でどの内






















れた 「技術を適切に評価し活用する」 ことに関連して, 






表 2 各内容のアチーブメ ン トテストの内訳
内容 A 「材料と加工の技術」 内容B 「生物育成の技術」 内容C 「エネルギー変換の技術」 内容 D 「情報の技術」 

























出典 : 文献56) のアチーブメ ントテストに関する記載に基づき筆者らが作成
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概念を取り入れたであろう試行的な実践 ・ 研究を各内容
(A-D) に分けて整理する。 
5.1 内容 A 「材料と加工の技術」
大谷らは技術を評価 ・ 活用する力は, 基礎的 ・ 基本的
な知識及び技能が下地にあることで初めて成り立つこと
を指摘し, 児童 ・ 生徒の発達段階や認識過程等を踏まえ
段階的に技術ガバナンス力を獲得する方法を提案してい
る。 そして, 日本産業技術教育学会の提唱する技術教育
における方法論6') に照らし合わせ, 内容 A の学習を通
した技術ガバナンス力の育成に向けた授業実践案を提案
し て い る62)o
また, 渡邊は, ガバナンス力の各下位能力を意図的, 
系統的に育成する指導計画の構造化の必要性を述べてお
り, 具体的には, 「生活を工夫し創造する能力」 と対応
させ問題解決的な学習を推進し, ガバナンス力育成を図
るはたらきかけを意図的に題材に配列することを基本方






内容 B 「生物育成の技術」 において, 藤井らは多面的
な視点から生物育成に関する技術を適切に判断すること
のできる能力の育成に向けて授業実践及び検討を行って















5.3 内容 c 「エネルギー変換の技術」
内容 c 「エネルギー変換の技術」 において, 藤本らは, 
身近な家電製品や技術を題材として選定し, 多様な視点
から 「社会における技術の在り方」 を問うような内容を




h67) を用いて, 防災ライ ト用の電源を乾電池, 充電池 , 
光電池から検討させる評価・活用場面の授業を実践して








また, 内田らは前述した氷山モテルガ hーと システム
思考ヒント カードを用いて計測 ・ 制御における評価 ・ 活
用能力の育成を日的とした授業実践を行っている7°)。 具
体的には, 自動ドアの動きが遅いことに対して使用者や
運営者 , コスト, 安全性などの観点からプラス面やマイ
ナス面を考えさせ, 改善策を思考させている。 その結果, 
生徒の視野が広がり評価・ 活用の能力育成の効果が示唆
されたことを報告している。 








う に変容するかといった実態調査や7') , 「技術を評価 ・ 
活用する能力と態度」 の到達レベルの設定72) が行われる
等 , 技術ガバナンスに関する実践や研究は徐々に増えつ





や教具の作成, 発達段階, 指導計画, システム思考, 意
見交換等が挙げられるように非常に多様であり, 言い換
えるならばその骨格は一様ではない。 この要因と しては, 
上野らの調査の課題として前述に挙げた点が考えられる。 
また, 技術評価の捉え方が社会, 環境, 経済といった限
られた観点からの検討が多く, 技術評価の観点に多面性
が欠けていることも課題と して考えられる。 技術の多面
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